
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

Ａ Ｂ  給与費 （B/A）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成３１年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んで

      　　いません。

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

      　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

      　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス

　　　　　指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

　　　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋江東区の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく

　　　　　地域手当支給率）により算出。）

    ※　令和2年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年

    　　連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

区分

区分 歳 出 額

Ａ

住民基本台帳人口

（2年1月1日）

令和２年度　江東区の給与・定員管理等について

実質収支 人 件 費

千円

（参考）

30年度の人件費率

％

人件費率

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

（参考）一人当たり

5,043,641

職 員 数 (参考)特別区平均

元年度
人　

期末・勤勉手当

千円

12.8

 (3) ラスパイレス指数の状況

2,601 17,707,185

給   与   費

3,440,110

　　　　　　　千円　　　　　千円

25,355,807

千円千円

給　 料 職員手当

人

521,835 197,551,053

千円

9,626,918

  計

6,8374,640,157 6,808
元年度

一人当たり給与費

　　　　　千円

Ｂ

13.5

千円

(H29)

99.2 
(H29)

99.6 
(H29)

99.1 

(H30)

99.3 

(H30)

100.1 (H30)

99.1 

(H31)

99.2 

(H31)

99.8 (H31)

98.9 

(R2)

98.7 
(R2)

99.1 
(R2)

98.9 

95.0

100.0

105.0

110.0

江東区 特別区平均 全国市平均

(99.2)(99.3) (99.2)
(98.7)
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 (４) 給与改定の状況

　　　　①月例給

（参考）

Ａ Ｂ

円 円 円 ％ ％ ％

 

　　　　②特別給（期末・勤勉手当）

（参考）

Ａ Ｂ

 

 (５) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には

その理由））

　（給料表の改定実施時期）平成27年4月1日

　（内容）給料月額について地域手当の支給割合引上げ分と同率程度引下げを実施しました（経過措置なし）。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び江東区の支給割合）

　（支給割合）下記のとおり

　（実施時期）平成27年4月1日

　（参考）

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について見直しを実施しました（平成27年4月1日実施）。

 (６) 特記事項

平成26年度

の支給割合

18％

18％

4月1日時点

18％

20％

遡及改定後

18.5％

―

平成27年度の支給割合 令和2年度
の支給割合

20％

20％

平成28年度
の支給割合

20％ 20％

令和元年度
の支給割合

20％

20％

民間給与

 （注）

給与改定率

0.00 0.00 

2年度

区分

△ 157 

月

△ 0.05 △ 0.05 

　割合　　

2年度

人事委員会の勧告

公務員給与

（改定率）

Ａ－Ｂ

年間支給月数

380,961

民間の支給 公務員の 較差

支給月数

人事委員会の勧告

( △ 0.04 ％)

勧告

380,804

国の改定率

0.00 

Ａ－Ｂ

　国の年間

　支給月数

「民間給与」「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレ
ス比較した平均給与月額です。

較差

勧告区分

（改定月数)

4.60

国基準による支給割合

江東区の支給割合

平成29年度
の支給割合

20％

20％

平成30年度
の支給割合

20％20％

月

4.45

 （注）

4.65

月

4.60

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支
給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

　　　　　支給割合の見直し等に取り組むとされています。

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の

月 月

［　実施　　未実施］

月
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（Ｃ） （Ｄ）

円 円

円 円

※

※

※

　　　　③小・中学校・幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(2) 職員の初任給の状況

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）技能労務職は、技能Ⅵの初任給を記載しています。

（注）幼稚園教育職の東京都の欄は、小・中学校教育職の初任給を記載しています。

民　　間

2,319

区　　分

用務員

327,564

平均給与月額

40.1

参　　　考

50.9 328,862

公務員

江　東　区

2.00

435,902

江　東　区

　「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに
されているものです。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外
勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

305,426

国

50.3

特 別 区

平均給与月額
(A)

422,107

Ｃ／Ｄ

区　　分

――

東 京 都

1.66

江 東 区

4,166,100
うち清掃職員

――

273
特 別 区

57.5

国

314,074

346,911

民　間

東 京 都

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成29～令和元年の
３ヶ年平均）。
技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致
しているものではありません。
年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、
公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を
加えた試算値です。

――

――

うち用務員

年収ベース（試算値）の比較

363,538

318,658

区  分

336,864

281,064

平均給料月額

清掃職員

技能労務職

区　　　分

37.0

――

6,908,983

5,727,829

183,700円

江 東 区

396,528

426,931

平均給料月額

143,700

194,800

一般行政職 一般職

高 校 卒 143,000 ――　

大 学 卒

145,600

182,200

186,700総合職

177,700 180,400 ――　短 大 卒
幼稚園教育職

360,751

291,776 394,781

298,869

291,521

429,531 373,548 300,100

408,868

147,100

――

52.9

46.2

207,900

東 京 都

49.5

41.8 314,885

426,539

―― ――

（令和２年４月１日現在）

183,700 円

397,001

197,300大 学 卒 ――　

高 校 卒 150,600

江 東 区

国

286

1,341

2,862,400

―― ―― ――

 廃棄物処理業

――

55.9

――

――

公　務　員

平均給与月額
（国比較ベー

ス）

平均年齢

36.8

 用務員

――

――

340,200

141

――

（注）１
　　　２

　

　

――

300,184

396,487

1.67

43.2

457,097

359,688

423,067

 対応する民間
 の類似職種

（令和２年４月１日現在）

平 均 年
齢

平均給料月額

385,114

53.3

平均給与月額
（国比較ベース）

1.43

294,967

86

287,283

―― ――

Ａ／Ｂ

東 京 都

40.6

参　考

特 別 区

区  分

377,355

平均給与月額

40.6

――　

平均給与月額
(B)職員数平均年齢 平均年齢
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）技能労務職（高校卒）の経験年数20年、幼稚園教育職（大学卒）の経験年数20年及び25年、

（短大卒）の経験年数10年及び20年については、該当者がいません。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況 （令和２年４月１日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注）１　本区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）　平成30年に８級制から６級制に変更しています（旧給料表の１級及び２級並びに６級及び７級をそれ

　　　　ぞれ統合）。

６　　級

短 大 卒

１号給の
給料月額

452,100

33

5.7

512,600368,900

426,300

354,300
一般行政職

経験年数２５年

387,600

362,111

高 校 卒

最高号給の
給料月額

２　　級

３　　級 係長、担当係長又は主査の職務

主任の職務

職　員　数

30.0

34.9

22.6

196,700

226,600

4.5

2.3

81

412,000

401,955

302,650

高 校 卒

経験年数２０年

幼稚園教育職

357,578

技能労務職

課長、担当課長又は副参事の職務

（令和２年４月１日現在）

――

273,800

区　　分

５　　級

１　　級
497

428

大 学 卒 434,400

区　　　         分

大 学 卒

64

係員の職務
321,900

課長補佐の職務

404,400

266,090

209,800

208,600

315,600

――

部長、担当部長又は参事の職務

――

――

――

397,700

307,475

基準となる職務

355,500

構　成　比

142,500

経験年数３０年

253,100

283,900

322

４　　級

経験年数１０年

１級, 34.9 % １級, 36.1 %

１級, 6.7 %

２級, 30.0 %
２級, 30.8 %

２級, 25.8 %

３級, 22.6 % ３級, 20.6 %

３級, 33.5 %

４級, 5.7 % ４級, 5.9 %

４級, 21.2 %

５級, 4.5 % ５級, 4.2 %

５級, 5.8 %

６級, 2.3 % ６級, 2.4 %

６級, 4.7 %
７級, 1.0 %
８級, 1.3 %

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和2年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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　(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一）） （令和２年４月１日現在）

 (3) 昇給への人事評価の活用状況

　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（元年度） １人当たり平均支給額（元年度）

千円 千円

（元年度支給割合） （元年度支給割合） （元年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

 5～20％  3～20％ ・役職加算  5～20％

・管理職加算 15～20％ ・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

2.60

(1.45)

昇給可能な
区分

1,892

(0.90)

・職務段階別加算

上位、標準、下位の区分

標準、下位の区分

ロ　人事評価を実施していない

江　東　区

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

国

○

2.05

・職務段階別加算

(1.00)

昇給実績が
ある区分

(1.45)(1.45) (1.00)

管理職員 一般職員

○ ○

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

1.90

○

○

昇給実績が
ある区分

○

昇給可能な
区分

イ　人事評価を活用している

　　活用している昇給区分

　　活用予定時期

2.05

1,764

令和2年度中における運用

2.60

東　京　都

2.60

上位、標準の区分

標準の区分のみ（一律）
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勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

 (2) 退職手当

(支給率) (支給率)

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～２０％加算） （２～４５％加算）

１人当たり平均支給額

　　　　 千円 千円

 (3) 地域手当

支給実績（元年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当 （令和２年４月１日現在）

支給実績（元年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度） ％

手当の種類（手当数） 種類

（注）児童相談所福祉業務手当については令和2年4月1日より新設

児童相談所福祉業務手
当

児童相談所派遣職員

一時保護業務

家庭訪問、指導、
判定及び相談等業
務

日額 1,470円

日額　490円

保健・福祉業務手当

-

32.95

　　活用予定時期

応募認定・定年自己都合

江  東  区

標準、下位の成績率

イ　人事評価を活用している

　　活用している成績率

管理職員 一般職員

○ ○

標準の成績率のみ（一律）

（令和２年４月１日現在）

3,245

2,058,386

47.70

○

39.75 47.709

28.00

○

28.0395

47.70

支給可能な
成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率

73,000

19.6695

江東区内

20,505

令和元年度中における運用

27,740

20.0

国の制度（支給率）

711,998

33.27075

○上位、標準の成績率

20.0

24.55 24.586875

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、元年度に退職した職員に支給された平均額です。

ロ　人事評価を活用していない

支給対象地域

支給実績が
ある成績率

47.709

勧奨・定年

（令和２年４月１日現在）

18.00

日額 170円 ～
4,000円

総務部経理課及び営繕課、
都市整備部建築課、土木部
道路課及び施設保全課、教
育委員会学校施設課職員

39.7575

国

2,844

14.0

4

支 給 率 支給対象職員数

面接、訪問、相談
及び各種検査等業
務

47.709

自己都合

○

39.75

廃棄物の処理に関
連する業務

左記職員に対する
支給単価

手当の名称

福祉事務所及び保健所職員 3,933

主な支給対象職員 主な支給対象業務

23,721 千円 日額 700円

特定危険現場作業手当

日額 380円

日額 270円

清掃業務従事職員特殊
勤務手当

昇降機等の検査業
務

危険高所での検査
業務

千円

支給実績
（元年度決算）

千円

清掃事務所職員

86
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 (5) 時間外勤務手当

支給実績（元年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 千円

支給実績（30年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 千円

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年

　　　度の4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

　　　ならない職員を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含みます。

 (6) その他の手当

円

 

円

部長職　 127,600(医療職 142,400)円

重要困難課長 101,500円

幼稚園長  89,600円

副園長    64,700円

円

円

円

円

手　当　名
支 給 実 績

支給職員１人当た
　り平均支給年額国の制度と

異なる内容

特定期間の子への加算額

（元年度決算） （元年度決算）

（支給額）職務ごとの定額

扶養親族のある職員に支給

異なる

4,000 円

6,000 円

（16歳年度初め～22歳年度末）

異なる

207

520,478

（令和２年４月１日現在）

561,541

異なる
職務区分、支
給額

千円164,767

配偶者

休日給夜勤手当

（支給額）

夜勤手当

休日又は深夜に勤務した職員に支給 104,283

通勤手当 千円 146,237

159,698

（支給額）

――

１時間当たり給与額×25/100×勤務時間

大学卒業後 １～20年

医師、その他専門的知識を必要とする
職に従事する職員に一定期間支給

交通用具使用者

　６か月定期券相当額

2,192,500

千円異なる

同じ

休日給

268,500 円

同、       21～40年　１年ごとに減額

（月額）

満27歳に達する日以後の最初の3月31

173,122

の職員は9,300円をそれぞれ加算

１時間当たり給与額×135/100×勤務時間

交通機関等の利用者

支給要件、支
給額

住居手当

日までの職員は18,700円、満27歳に

106,816

　限度額；１か月あたり55,000円

初任給調整手当
支給期間、支
給額

住宅を借り受け、月額27,000円以上の
家賃を支払う世帯主等の職員に支給

国の制
度との
異　同

191

（支給額）

に達する日以後の最初の3月31日まで

子

通勤距離が片道２km以上である職員に
支給

6,000 円

8,300 円

（支給額）

達する日以後最初の4月1日から満32歳

扶養手当

上記以外の扶養親族１人に
つき

支給額

管理又は監督する地位にある職員に支
給

内容及び支給単価

千円149,023管理職手当

189,170

異なる 千円

千円

8,770

上記以外の課長職　  92,300(医療職  94,800)円

自動車等使用
距離区分

1,164,242

　通勤距離により2,600円～13,000円

（支給額）

361,352

9,000 円
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 (6) その他の手当

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

月分

月分

（１期の手当額） （支給時期）

円 （任 期 毎）

円 （任 期 毎）

（注）退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）

　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。

手　当　名 内容及び支給単価
国の制
度との
異　同

国の制度と
異なる内容

支 給 実 績

勤務態様、支
給額

支給職員１人当た
　り平均支給年額

異なる

千円

括弧書きは平日夜間の勤務の場合

宿直、日直を行った職員に支給 4,614

（支給額）

64,651

3,415

千円異なる

360,000

29,440

（元年度決算）

66,870

10,000(5,000) 円

宿日直手当

宿直又は日直の１回あたり

給
　
料 副 区 長

幼稚園教育職員に支給

9,300 円

円／1,157,000

円／

距離制限、支
給額

5,366

924,000

（令和２年４月１日現在）

異なる

　基礎額　 　　　　 月額　30,000円

（元年度決算）

配偶者宅との交通距離による

区 長 1,286,000

管理職員特別
勤務手当

3.81

12,566,400

区 長

　　（元年度支給割合）

副 区 長

区 長

議 員

23,140,000

　　（算定方式）

　給料月額×340/100×勤続年数

　給料月額×500/100×勤続年数

3.81

589,000

議 長

副 議 長

期
末
手
当

千円

（支給額）

部長職

課長職
又は幼稚園長

（支給額）職務の級、号給による定額

円／

円／621,000

809,000

議 員 610,000

副 議 長
報
　
酬

円／

974,800

796,000

退
職
手
当

支給額 千円

義務教育等教
員特別手当

単身赴任手当

副園長

150/100
週休日等に6時間を超える
勤務の場合

12,000(6,000) 円

（月額）

管理又は監督する地位にある職員が週
休日又は休日および週休日等以外の午
前0時から5時までの間に勤務した場合
に支給

1,027,000

　加算額(100㎞以上)6,000円～14,000円

（参考）特別区における最高／最低額

区 分

8,000(4,000) 円

給　料　月　額　等

856,000

（支給額）

828,600

360

756,100

副 区 長

　　（元年度支給割合）

924,000 956,000

在勤する公署の移転等に伴い、配偶者
と別居して単身で生活する職員に支給

1,120円～4,150円

議 長
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

病・育休職員の過員解消

業務増

病・育休職員の過員解消

業務増

欠員不補充

業務減

事務の統合縮小

＜参考＞

　人口１万当たり職員数 人
人）

＜参考＞

　人口１万当たり職員数 人
人）

病・育休職員の過員解消

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 人

 (2) 年齢別職員構成の状況

　

(3) 職員数の推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

378 人

1,066 人

49.42

△17 人

△2 人

20

96 人

60歳

公営企
業等会
計部門

～

民間委託、欠員不補充

総 務

職 員 数

商 工

議 会

0 人3 人

383 人

一
般
行
政
部
門

2,288 人 43.85

△5 人

250 人

2 人

△5 人

～～

35

453 人

16 人

446 人

主な増減理由

7 人

△2 人

252 人

56.54

△2 人

2,293 人

3 人

29 人 △3 人

教 育 部 門

計

税 務

対前年
増減数

　　　　　　区　　分

　部　　門 令和2年

衛 生

労 働

1,068 人

(△21.4％)

(△3.2％)

308 291 △79

101 7

2,579 人

普
通
会
計
部
門

(△2.8％)

104

△77

2,579

27

274 186

2,705 人2,680 人

△3 人

合　　計

101

一般行政 2,293 2,287 2,291

345 335

2,757

人 人

2,708 2,705

52

51

国 保 事 業 等

総合計

年度

部門別

教　　育 370 355

△84

(7.4％)

(△0.2％)

234

△5

元年29 年 30 年

2,607 2,601

2,272

～

263 323

308 人

～

2,680

2,636

317

2,601 人

人人

過 去 ５ 年 間
 の増減数 （％）

人

116

63.06

～

24 28

2,742

102

2,288

27 年

2,293

43

普通会計[計] 2,663 2,642

104 人

職員数

未満

[    0］ 

55

92

区　分

人 人

20歳

23

人

（注）１

　　　２

公営企業会計 94 100

2,6802,738

2

人

101 人

△25 人

28 年

人 人

47

（類似団体の人口１万当たり職員数

56

人

2 年

346

（単位；人・％）

281 246

59

～～～ ～

人

計

4436

[2,970］ 

3931

48

以上

98 人

40

民 生

土 木

[2,970］ 

職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、公社等への派遣職員（特別
区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合、東京二十三区清掃一部事務組合、東京都後期高齢者医療広域
連合、他の地方公共団体を除く。）を含み、再任用短時間勤務職員、臨時職員、非常勤職員を除いてい
ます。
[     ]内は、条例定数の合計です。

32

291 人

51.36

（令和２年４月１日現在）

14 人

令和元年

26 人

△22 人

（類似団体の人口１万当たり職員数

小 計

0

2

4

6

8

10

12

14

構成比

５年前の構成比

%
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